
獣医師名簿登録事項変更申請に必要な書類
１．獣医師名簿登録事項変更申請書（獣医師法施行規則第２号様式）
書類の不備等の確認を行う場合があるため、現住所欄の余白に連絡先の電話番号及び郵便番号の記入をお願いします。収入印紙１，０００円分を獣医師名簿登録事項変更申請書に貼付（消印はしない。）してください。
２．獣医師免許証
申請に基づいて登録事項を訂正し、免許証を書き換えて交付しますので、変更前の免許証を郵送する際は、折り曲げて構いません。
３．戸籍抄本又は戸籍謄本（発行後６か月以内のもの）
４．遅延理由書
変更の事実が発生した日から３０日を経過して申請する場合は、遅延理由書の提出が必要となります。
様式は任意で、農林水産大臣宛てとし、氏名（押印）、提出年月日、３０日以内に申請書を提出できなかった具体的な理由及び今後は注意する旨を必ず記載してください。
５．送付先

以上の書類を整備の上、下記宛てに送付してください。
　〒１００－８９５０　東京都千代田区霞が関１丁目２番１号
　農林水産省消費・安全局畜水産安全管理課獣医事班
注意：封筒の表面には必ず「獣医師名簿登録事項変更申請書在中」と朱書きし、簡易書留郵便等配達証明が可能な方法で送付してください。

交付に当たっては、通常、１か月半から２か月程度お待ちいただいております。御不明な点は、０３－３５０２－８１１１内線４５３０までお問い合わせください。

（獣医師法施行規則第二号様式（第三条）
獣 医 師 名 簿 登 録 事 項 変 更 申 請 書
　　　　　　　　　　　　　新本籍地
　　　　　　　　　　　　　旧本籍地
　　　　　　　　　　　　　現住所　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ふりがな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新氏　　名　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ふりがな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　旧氏　　名　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　生年月日　
右のように変更したから獣医師法施行規則第三条第一項に掲げる書類を添           えて申請する。
　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名                 　
　　農林水産大臣　殿

遅延理由書について
　獣医師名簿の登録事項に変更があった場合は、変更の事実が発生した日から３０日以内に申請書を提出しなければならないことが、獣医師法施行規則第３条に定められています。
　このため、事実が発生した日から申請までの期間が３０日を越えた場合は、以下に御留意の上、遅延理由書の提出をお願いします。
１．農林水産大臣宛てとすること。
２．３０日以内に申請できなかった具体的な理由及び今後注意する旨の一文を必ず記載すること。
３．氏名及び提出年月日を記載し、押印すること。

【参　考】
	遅延理由書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

農林水産大臣　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者氏名　　㊞

本文（３０日以内に提出できなかった理由及び今後注意する旨を記載）


（関係法令）
◎獣医師法施行規則（昭和二十四年農林省令第九十三号）（抄）
（獣医師名簿の登録事項）
第二条　法第六条の獣医師名簿には、左の事項を登録する。
　一　登録番号及び登録年月日（法附則第九項の獣医師にあつては獣医師法（大正十五年法律第五十三号。以下「旧法」という。）第一条第一項の登録年月日）
　二　本籍地都道府県名（日本の国籍を有しない者にあつてはその国籍）、氏名、生年月日及び性別 
　三　獣医師国家試験に合格した年月（法附則第九項の獣医師又は法附則第六項、第七項若しくは第十八項の規定により免許を受けた獣医師にあつては旧法第一条第二項 各号の一に該当する資格及びその資格を得た年月）
　四　法第八条第一項 又は第二項の規定による処分（法附則第十項の処分を含む。）をした場合にあつては、その旨並びにその事由、年月日及び業務の停止期間
　五　免許証を書換交付し、又は再交付した場合にあつては、その旨並びにその事由及び年月日
（登録事項の変更の申請）
第三条　獣医師は、前条第二号の登録事項に変更を生じたときは、申請書（第二号様式）に免許証及び戸籍謄本又は戸籍抄本を添え、登録免許税に相当する収入印紙をはり付けてその日から三十日以内に農林水産大臣に提出しなければならない。
２　前項の申請書を受理したときは、農林水産大臣は、獣医師名簿の当該登録事項を訂正し、免許証を書き換えて交付する。
◎登録免許税法（昭和四十二年法律第三十五号）（抄）
第一章　総則
（課税の範囲）
第二条　登録免許税は、別表第一に掲げる登記、登録、特許、免許、許可、認可、認定、指定及び技能証明（以下「登記等」という。）について課する。
第二章　課税標準及び税率
（課税標準及び税率）
第九条　登録免許税の課税標準及び税率は、この法律に別段の定めがある場合を除くほか、登記等の区分に応じ、別表第一の課税標準欄に掲げる金額又は数量及び同表の税率欄に掲げる割合又は金額による。
（免許等の場合の納付の特例）
第二十四条　別表第一に掲げる登録、特許、免許、許可、認可、認定、指定又は技能証明で政令で定めるもの（以下この章において「免許等」という。）につき課されるべき登録免許税については、当該免許等を受ける者は、当該免許等に係る登記機関が定めた期限までに、当該登録免許税の額に相当する登録免許税を国に納付し、当該納付に係る領収証書を当該登記機関の定める書類にはり付けて登記官署等に提出しなければならない。
２　免許等に係る登記機関は、当該免許等に係る前項の登録免許税の納付の期限及び書類を定めなければならない。この場合には、その期限を当該免許等をする日から一月を経過する日後としてはならない。 
別表第一 課税範囲、課税標準及び税率の表（第二条、第五条、第九条、第十条、第十三条、第十五条―第十七条、第十七条の三―第十九条、第二十三条、第二十四条、第三十四条関係）
三十二　人の資格の登録若しくは認定又は技能証明
（二十）獣医師法（昭和二十四年法律第百八十六号）による獣医師名簿にする登録
『登記、登録、特許、免許、許可、認可、認定、指定又は技能証明の事項』
イ　獣医師法第七条第一項（登録）の獣医師の登録
『課税標準』登録件数
『税率』　　一件につき三万円
『登記、登録、特許、免許、許可、認可、認定、指定又は技能証明の事項』
ロ　獣医師法附則第十五項（獣医師法の準用）において準用する同法第七条第一項の獣医仮免状の所有者の登録
『課税標準』登録件数
『税率』　　一件につき九千円
『登記、登録、特許、免許、許可、認可、認定、指定又は技能証明の事項』
ハ　登録事項の変更の登録
『課税標準』登録件数
『税率』　　一件につき　　
収入印紙（消印





をしないこと。）









